

























































 すたなび、すたまる https://csi.rikkyo.ac.jp/statistical_learning/SitePages/Home.aspx 
・総務省統計局ホームページ http://www.stat.go.jp/ 

























 ・明治 2 年 4 月に，日本の政府機構が太政官 7 官制となり，大蔵省内に「統計司」が設置され
た（明治 4 年 7 月。翌 8 月に統計寮と改名。）。この機関が日本で最初の統計行政機関である。 
・明治 4 年 12 月に「政表課」が設置された（課長は杉亨二）。「政表課」は中央統計局として
機能し，各省の業務統計の所掌，各県からの資料の収集および集計を行い，全国的な統計を
作成していた。 
 ・「政表課」は明治 16 年に「統計院」，明治 18 年に「内閣統計局」となった。 
 ・日本で，第 1 回国勢調査が実施されたのは 1920 年で，この年には統計の総合調整機関であ
















 ・とりわけ，公的統計には次の 3 つの重要な役割がある。 
  1．政策の立案や遂行のための基礎資料となる。 
  2．企業や国民に等しく情報提供をすることにより，大学での研究活動や経済活動に役立つ。 








・CPI は年金額の改定率の改定基準（国民年金法第 27 条の 2，厚生年金保険法第 43 条の 2，




















 ●統計法規の役割 統計法規には以下の 5 点の役割がある。 




  2．体系的で利用しやすい統計を作ること 
  3．国民の負担を最小限にとどめ効率的な統計をつくること 
  4．調査票情報等の利活用の推進をはかること 
  5．秘密の保護を徹底すること 
●新統計法のポイント 






































旧統計法 ・昭和 21 年：戦争により荒廃した日本の統計と統計制度の再建のため，統計委員会が設置。
         ・昭和 22 年：GHQ からの統計資料の要求に応えるための統計および統計制度の整備が必要と
なり，統計法が成立した。 
         ・昭和 27 年：統計調査の重複を避けることを目的とした統計報告調整法が成立した。 
当時は旧統計法と統計報告調整法の二本立てであり，統計（調査）には予算がついている「指
定統計（調査）」と，各府省が届け出をして調査を行う「届出統計（調査）」があった。 
新統計法 ・平成 19 年：統計法の改正は，3 年ほどの準備を経て，統計法が全面改正された。 
         ・この時，旧統計法と併存した統計報告調整法は廃止され，新統計法へ一本化された。 
         ・平成 20 年 10 月：統計委員会が設置された。 




















  地方統計機構には主に次の 2 つがある。 
  1．各府省の地方統計部局 
   例：財務省の地方統計部局である「財務支局」。「法人企業統計調査」は，各財務支局単位
で調査・結果の公表を行い，中央（財務省）はそれらを集計して全国版を公表する。 




















































 ・対象範囲による分類→「全数調査（Census）」と「標本調査（Sample Survey，Survey）」 
 ・「構造調査」（ある時点での対象集団の構造を明らかにすることを目的とする）と「動向調査」
（一定の間隔での集団の変化を明らかにすることを目的とする） 
 ・「横断（的）調査（cross sectional survey）」と「縦断（的）調査（longitudinal survey）」 
 ・調査間隔による分類→「周期調査」（調査間隔が 1 年を超える調査）と「経常調査」（調査間
隔が 1 年以内（月，四半期，年）の調査） 
 
（4）調査結果の利用・提供 
   調査結果は，法令での利用，施策・計画の策定等に利用されるが，これらについては，「統
計の役割」で扱うこととし，ここでは，統計の二次的利用を取り上げる。 
  これは，統計を主に「行政のため」と位置付けていた旧統計法から変更された項目である。 
 ●統計の二次的利用 
  新統計法では，統計の利用促進のために，統計の二次的利用が行われる。 
二次的利用の範囲 
  ①調査票情報の二次利用（統計法第 32 条）  ②調査票情報の提供（統計法第 33 条） 
  ③オーダーメイド集計（統計法第 34 条）   ④匿名データの提供（統計法第 36 条） 






  ・義務…守秘義務，利用制限（目的外利用の禁止），適正管理義務（データ・記録媒体の管理） 
  ・罰則…守秘義務違反→二年以下の懲役または 100 万円以下の罰金 
      利用制限違反→自己または第三者の不正な利益を図る目的で提供又は盗用したもの
は，一年以下の懲役または 50 万円以下の罰金 
      適正管理義務違反，その他の不適切利用→利用規約に基づくペナルティ（全府省か
らの一定期間のサービス提供禁止等） 
 ●匿名データの利用提供を受けた利用者の義務と罰則等 
  ・義務…利用制限，適正管理義務 



























































































下表が 3 つの分類の具体例である。 
 大分類 中分類 小分類、細分類 
























































 全数調査 標本調査 
金銭コスト 調査費用が大きい 調査費用が小さい 
人的コスト 調査員の労力が大きい 調査員の労力が小さい 






















    例）800 人の中から 40 人を抽出する場合 
総数 800 人を標本数 40 で割って、抽出間隔値 20 を求める。1 から 20 までの整数の中











































































































関しては統計法第 8 条で、一般統計に関しては統計法 23 条でそれぞれ定められている。 

























（http://www.stat.go.jp/naruhodo/）等の統計教育用 web サイトや『アプリ De 統計』（現在 Google 


































ついて、都道府県レベルの統計データ（約 4200 項目）および市町村レベルの統計データ（約 1500






理情報システム（Geographic Information System: GIS）」の進歩とその活用範囲が拡大。 
・「地図で見る統計（統計 GIS）」（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init）では
















































基 幹 統 計 表 
統計分野  調査名もしくは加工統計名 調査形式 作成者 
人口・世帯 
1 国勢調査 全数調査 総務省 
2 人口動態調査 全数調査 
厚生労働省 3 生命表（加工統計）  
4 国民生活基礎調査 標本調査 
労働・賃金 
5 労働力調査 標本調査 
総務省 
6 就業構造基本調査 標本調査 
7 民間給与実態統計調査 標本調査 国税庁 
8 毎月勤労統計調査 標本調査 
厚生労働省 
9 賃金構造基本統計調査 標本調査 
10 船員労働統計調査 標本調査 国土交通省 
農林水産業 
11 農業経営統計調査 標本調査 
農林水産省 
12 農林業センサス 全数調査 
13 漁業センサス 全数調査 
14 作物統計調査 標本調査  
15 海面漁業生産統計調査 標本調査 
16 木材統計調査 標本調査  
17 牛乳乳製品統計調査 全数調査 
鉱工業 
18 薬事工業生産動態統計調査 全数調査 厚生労働省 
19 工業統計調査 全数調査 
経済産業省 20 経済産業省生産動態統計調査 標本調査 5)  
21 鉱工業指数（加工統計）  
22 造船造機統計調査 全数調査 
国土交通省 
23 鉄道車両等生産動態統計調査 全数調査 
商業・ 
サービス業 
24 商業統計調査 全数調査 
経済産業省 
25 商業動態統計調査 標本調査 
26 特定サービス産業実態調査 標本調査  
27 石油製品需給動態統計調査  
企業・家計・経済 
28 国民経済計算（加工統計）  内閣府 
29 個人企業経済調査 標本調査 
総務省 
30 小売物価統計調査 標本調査 
31 家計調査 標本調査 
32 全国消費実態調査 標本調査 
33 経済センサス 全数調査 総務省・経済産業省 
34 産業連関表（加工統計）  総務省ほか 3) 
35 法人企業統計調査 標本調査 財務省 
36 経済産業省企業活動基本調査 標本調査 経済産業省 
住宅・ 
土地・建設 
37 住宅・土地統計調査 標本調査 総務省 
38 建築着工統計調査 全数調査 
国土交通省 39 建設工事統計調査 標本調査 
40 法人・土地・建物基本調査 標本調査 
エネルギー・ 
水 
41 経済産業省特定業種石油等消費統計 標本調査 
経済産業省 
42 ガス事業生産動態統計調査 全数調査 
観光・ 
運輸 
43 港湾調査 全数調査 
国土交通省 44 自動車輸送統計調査 標本調査 
45 内航船舶輸送統計調査 標本調査 
情報通信・ 
科学技術 
46 科学技術研究調査 標本調査 総務省 
スポーツ・生活 
教育・文化・ 
47 社会生活基本調査 標本調査 総務省 
48 学校基本調査 全数調査 
文部科学省 49 学校教員統計調査 全数調査  
50 社会教育調査 全数調査 
行財政 51 地方公務員給与実態調査 全数調査 総務省 
衛生・ 
社会保障 
52 学校保健統計調査 標本調査 文部科学省 
53 医療施設調査 全数調査 
厚生労働省 54 患者調査 標本調査 















調査票 1 枚に世帯員 4 名分記入できる連記票 
調査事項 A. 世帯員に関する事項 (1) 氏名、 (2) 男女の別、 (3) 出生の年月、 (4) 世帯主との続き柄、 (5) 配
偶の関係、 (6) 国籍、(7) 現住居での居住期間、 (8) 5 年前の住居の所在地、 (9) 教育、 (10) 就業状
態、 (11) 所属の事業所の名称及び事業の種類、 (12) 仕事の種類、 (13) 従業上の地位、 (14) 従業地
又は通学地、(15) 利用交通手段 
B. 世帯に関する事項 (1) 世帯の種類、 (2) 世帯員の数、 (3) 住居の種類、 (4) 住宅の床面積、 (5) 住
宅の建て方 
調査時期 5 年ごとに該当年 10 月 1 日午前零時 
結果公表 下記集計区分ごとに、インターネットを利用する方法等により行う。  
1. 人口速報集計、 2. 抽出速報集計、 3. 人口等基本集計、 4. 産業等基本集計、 5. 職業等基本集計、 

































調査票 出生票、死亡票、死産票、婚姻票、離婚票の 5 種 
調査事項 1) 出生票：出生の年月日、場所、体重、父母の氏名及び年齢等出生届に基づく事項  
2) 死亡票：死亡者の生年月日、住所、死亡の年月日等死亡届に基づく事項  
3) 死産票：死産の年月日、場所、父母の年齢等死産届に基づく事項  
4) 婚姻票：夫妻の生年月、夫の住所、初婚・再婚の別等婚姻届に基づく事項  
5) 離婚票：夫妻の生年月、住所、離婚の種類等離婚届に基づく事項 
調査時期 調査該当年の 1 月 1 日から同年 12 月 31 日まで 
統計の種類 人口動態調査の結果を元に作成される人口動態統計は業務統計である。 
結果公表 人口動態統計速報（毎月、調査月の約 2 か月後）、人口動態統計月報（毎月、調査月の約 5 か月後、毎
年（年間合計）、調査年の翌年 6 月）、人口動態統計年報（毎年、調査年の翌年 9 月ごろ） 
URL http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81-1.html 
 
【問題】平成 14 年（2002）に 28.3 歳であった第 1 子出生時における母の全国平均年齢は、平成
24（2012）では 30.3 歳と 30 歳を超えた。都道府県別にみると、第 1 子出生時における母の全国
平均年齢にどのような傾向があるか述べよ。 
第 1 子出生時における母の平均年齢の年次比較―平成 14・24 年―（都道府県別）
 







【出所】「平成 25 年(2013)人口動態統計の年間推計―結果の概要」 
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/suikei13/dl/gaiyou.pdf 






【解説】 (A)は出生数である。昭和 22~24 年に第 1




は婚姻数である。終戦直後の昭和 22、23 年の第 1
次婚姻ブーム、昭和 45 年に第 2 次婚姻ブームを迎




を上回った。(D)は離婚数である。昭和 36 年以降長期にわたって増加が続いたものの、59 年







標本設計 国勢調査の約 100 万調査区から約 2,900 調査区を選定し、その調査区内から選定された約 4 万世帯（特定調
査票についてはうち約 1 万世帯が対象）及びその世帯員が調査対象となる。 
調査票 基礎調査票と、1 万世帯にのみ配布する詳細調査用の特定調査票の 2 種類 
調査事項 ・基礎調査票 1) 全ての世帯員について（世帯主との続き柄など基本事項） 
       2) 15 歳以上の世帯員について（調査週間の就業状態、仕事の内容、就業時間など） 
・特定調査票 1) 15 歳以上の世帯員について（教育の状況、仕事からの年間収入など） 
2) 就業者について（短時間就業及び休業の理由、就業時間増減希望の有無、前職の有無など）
3) 完全失業者について（求職活動の方法、求職活動の期間、探している仕事の形態など）  
4) 非労働力人口について（就業希望の有無、非求職の理由など）  
5) 前職のある者について（前職をやめた時期、前職をやめた理由など） 
調査時期 毎月末日（ 12 月は 26 日）現在。就業状態については、毎月の末日に終わる 1 週間（ 12 月は 20 日から 26 
日までの 1 週間）の状態を調査する。 
結果公表 基本集計 （基礎調査票から集計）： 全国結果は原則として調査月の翌月末に公表。年平均結果を収録する「労
働力調査年報」は調査年の翌年 5 月に刊行。  
詳細集計 （主として特定調査票から集計）：全国結果（四半期及び年平均）は最終調査月の翌々月に公表する。













から 3 年連続で低下し、2013 年は 4.0％で
あった。男女別にみると、男性は 2010 年の
ピーク時（5.4%）から 3 年連続で低下し、










調査対象 日本標準産業分類に基づく 16 大産業に属する事業所であって常用労働者を雇用するもののうち、常時 
5 人以上を雇用する事業所（「船員」は調査の対象から除外）。 
標本設計 30 人以上事業所は、「経済センサス」の結果を用いた層化無作為抽出、 5 ～ 29 人事業所は、「経済セ
ンサス」の調査区を用いた層化無作為二段抽出。調査対象事業所は、常用労働者 5 人以上の約 190 万
事業所 ( 経済センサス - 基礎調査 ) から抽出した約 33,000 事業所である。 
調査票 全国調査票、地方調査票、特別調査票 



























にほぼなくなっていたが、平成 24 年には就業形態間で労働時間数に開きが生じている。 
 







調査対象 日本標準産業分類に基づく 16 大産業の事業所で、 5 人以上の常用労働者を雇用する民営事業所 (5 ～ 
9 人の事業所については企業規模が 5 ～ 9 人の事業所に限る ) 及び 10 人以上の常用労働者を雇用
する公営事業所を対象とする。対象事業所数は 78,483 事業所。 
標本設計 事業所を第 1 次抽出単位、労働者を第 2 次抽出単位とする層化二段抽出法（事業所の層化は、都道府
県、産業及び事業所規模別に行う）。 
調査票 事業所票、個人票 
調査事項 (1) 事業所の属性、(2) 労働者の性、(3) 雇用形態、(4) 就業形態、(5) 学歴、(6)年齢、(7) 勤続年数、(8) 労
働者の種類、(9) 役職、(10) 職種、(11) 経験年数、(12) 実労働日数、(13) 所定内実労働時間数、(14) 超
過実労働時間数、(15) きまって支給する現金給与額、(16) 超過労働給与額、(17) 調査前年 1 年間の賞
与、(18) 期末手当等特別給与額 
調査時期 調査年 6 月分の賃金等 ( 賞与、期末手当等特別給与額については調査前年 1 年間 ) について、 7 月
に調査を行う。 
結果公表 初任給の概況（ 11 月中旬）、都道府県別速報（翌年 1 月中旬）、全国結果の概況（翌年 2 月下旬）、報







～54 歳にピークとなる。ピーク時の賃金は、大企業に勤務する男性が 513.7 千円、中企業に勤務する
男性が 403.7 千円である。小企業に勤める男性はピークが 55～59 歳で額は 326.1 千円である。女性




千円である。中企業に勤務する女性の場合、40～44 歳にピークとなり、額は 255.3 千円である。小企
業の場合、ピークは 45～49 歳で額は 230.2 千円である。賃金カーブは女性の方が男性の賃金カーブ
と比べて緩やかである。ピーク時の賃金格差も女性の方が小さい。 
 
















参考 URL 家計調査 http://www.stat.go.jp/data/kakei/ 
結果の概要や統計トピックス等 http://www.stat.go.jp/data/kakei/index2.htm#gaiyou 
 




年月 支出金額 年月 支出金額
2012 年 1 月 283,124 2013 年 1 月 288,934 2014年1月 297,070
2012 年 2 月 267,855 2013 年 2 月 268,099 2014年2月 266,610
2012 年 3 月 303,841 2013 年 3 月 316,166 2014年3月 345,443
2012 年 4 月 301,948 2013 年 4 月 304,382 2014年4月 302,141
2012 年 5 月 287,911 2013 年 5 月 282,366
2012 年 6 月 269,810 2013 年 6 月 269,418
2012 年 7 月 283,295 2013 年 7 月 286,098
2012 年 8 月 286,036 2013 年 8 月 284,646
2012 年 9 月 266,705 2013 年 9 月 280,692
2012年10月 284,238 2013 年 10 月 290,676
2012年11月 273,772 2013 年 11 月 279,546
2012年12月 325,492 2013 年 12 月 334,433
 
【出所】2014 年 3 月結果の概要  http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001119282 


















調査対象 世帯  （二人以上の世帯 51,656、単身世帯 4,696） 
調査事項 ・家計上の収入と支出に関する事項  ・品物の購入地域に関する事項 
・品物の購入先に関する事項     ・主要耐久消費財等に関する事項 
・年間収入及び貯蓄・借入金残高に関する事項 
・世帯及び世帯員、現住居及び現住居以外の住宅・宅地に関する事項 
調査時期 5 年 
調査の流れ 総務大臣―都道府県知事―市町村長―指導員―調査世帯 

































調査時期 大規模調査は 3 年毎、簡易調査を中間各年に実施 





























調査時期 5 年 （10 月上旬から中旬に調査票を配布し、10 月下旬に取集） 
調査の流れ 総務大臣―都道府県知事―指導員―調査員―調査世帯 
報告方法 調査員に提出。一部の地域については、インターネットによる回答も可能とした。 







過去 1 年間の男女別災害ボランティア活動の行動者数（千人） 
 








   http://www.stat.go.jp/data/topics/topi670.htm 
 




指数の対象 消費支出に含まれる 588 品目（平成 22 年基準） 




参考 URL 消費者物価指数 http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.htm 
各費目の指数の推移（2000 年 1 月～2013 年 8 月） 
 











































調査対象 1.価格調査→店舗・事業所 2.家賃調査→民営借家世帯 3.宿泊料調査→旅館・ホテル 
調査事項 約 510 品目，約 710 銘柄の価格（平成 25 年 1 月時点） 
調査時期 毎月 
調査の流れ 統計局⇔都道府県・指導員⇔調査員⇔店舗・事業所，民営借家世帯，旅館・ホテル 





調査対象 ・東京都区部を含む県庁所在市 47 市 




参考 URL 小売物価統計調査（構造編）http://www.stat.go.jp/data/kouri/kouzou/index.htm 
【問題】次の表は主要品目（37 品目）の県庁所在市別の価格をもとに，東京都区部を 100 として





























































































































































































































※このグラフは上記参考 URL から簡単に作成することができる。 
 
1位 2位 3位 4位 5位 … 43位 44位 45位 46位 47位
札幌市 青森市 岡山市 山形市 山口市 東京都区部 奈良市 仙台市 千葉市 宇都宮市
151 137 133 131 126 100 100 99 96 89
東京都区部 横浜市 さいたま市 大阪市 京都市 宮崎市 盛岡市 佐賀市 大分市 松山市

























調査時期 5 年（7 月 1 日） H21、H26 
調査の流れ ・甲調査  調査員調査     総務省―都道府県―市町村―統計調査員―報告者 
      本社等一括調査   総務省―（都道府県）―（市）―報告者 
・乙調査  国による調査    総務省―報告者 
      都道府県による調査 総務省―都道府県―報告者 
      市町村による調査  総務省―都道府県―市町村―報告者 
調査方法 ・配布 甲調査 調査員調査  調査員 
    本社等一括調査 郵送 
    乙調査     郵送 
・回収 甲調査 調査員調査   調査員による回収またはオンライン 
    本社等一括調査     オンラインまたは郵送 



















調査方法 ・配布   調査員調査 調査員  直轄調査 郵送 













  アメリカ合衆国 ドイツ イギリス 韓国 オランダ スイス 中国 フランス 香港 台湾 その他
2000 40 13 24 5 4 3 2 5 4 7 50
2001 25 15 17 5 5 6 7 5 5 3 45
2002 36 14 10 9 6 6 8 6 8 5 38
2003 48 10 18 5 4 4 7 6 6 6 51
2004 45 9 16 5 9 3 7 6 8 15 50
2005 45 14 14 12 9 9 10 4 4 4 53
2006 53 19 14 13 10 11 14 8 7 6 51
2007 44 23 14 11 7 8 10 4 7 4 40
2008 39 18 7 22 7 5 13 5 6 7 35















調査時期 毎年 12 月 31 日 
調査の流れ ・調査員調査方式    経済産業省→都道府県→市町村→調査員→調査客体 
・本社等一括調査方式  経済産業省→調査客体 
・国直送調査方式    経済産業省→調査客体 
調査方法 郵送、オンライン、調査員 
参考 URL 工業統計 http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/ 
 
【問題】次の図は都道府県別事業所数である。事業所の多いところはどこか。 





















調査対象 営利法人等を対象とする標本調査（四半期別調査は資本金 1,000 万円以上） 





調査時期 年次別調査  調査票送付 12 月上旬      調査票提出期限 1 月 10 日 
四半期別調査 各四半期翌月上旬調査票送付 調査票提出期限 送付翌月 10 日 
調査方法 郵送またはオンライン 
参考 URL 法人企業統計 http://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/ 
 
【問題】売上高利益率と総資本回転率が表されている。総資本回転率が 1 を下回るのはいつか。 
 
【解説】売上高利益率は収益性、総資本回転率は効率性を示す尺度に利用される。総資本回転率
は 1 を下回ると投下資本が効率的に利用されていない可能性を示す。2008 年度から総資










公表時期 ・四半期別 GDP 速報：1 次は当該四半期の 1 カ月 2 週間後、2 次は 2 カ月と 10 日後 
・国民経済計算確報：年 1 回公表（12 月から翌年 3 月まで段階的に公開） 
調査の流れ 統計局⇔都道府県・指導員⇔調査員⇔世帯 
参考 URL 国民経済計算 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.html 
売上高利益率 総資本回転率 売上高利益率 総資本回転率 売上高利益率 総資本回転率
2003 0.99 1.08 1.62 0.98 0.73 1.13
2004 1.18 1.10 2.18 1.02 0.78 1.14
2005 1.54 1.12 2.61 1.04 1.10 1.16
2006 1.80 1.13 2.88 1.03 1.36 1.17
2007 1.61 1.17 2.74 1.06 1.12 1.22
2008 0.49 1.08 -0.56 1.07 0.93 1.08
2009 0.67 0.95 0.51 0.90 0.74 0.97
2010 1.35 0.96 1.81 0.96 1.16 0.96
2011 1.39 0.94 1.38 0.96 1.39 0.93
































実質 GDP 成長率に対する需要項目別寄与度 
 
【解説】民間最終消費支出がマイナスとなったのは 1998 年、2008 年、2009 年である。輸出が最







稼働状況、各種設備の生産能力の動向、生産の先行き 2 か月の予測の把握を行うこと 
統計の種類 加工統計 
統計の概要 ・生産指数（付加価値額ウェイト）  ・生産指数（生産額ウェイト） 
・生産者出荷指数          ・生産者製品在庫指数 
・生産者製品在庫率指数       ・製造工業生産能力指数 
・製造工業稼働率指数        ・製造工業生産予測指数 
公表時期 毎月 






1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
GDP -2.0 -0.2 2.3 0.4 0.3 1.7 2.4 1.3 1.7 2.2 -1.0 -5.5 4.7 -0.5 1.4 1.5
民間最終消費支出 -0.4 0.7 0.2 0.9 0.7 0.3 0.7 0.9 0.6 0.5 -0.5 -0.4 1.7 0.2 1.2 1.2
民間住宅 -0.7 0.0 0.0 -0.2 -0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 -0.4 -0.2 -0.5 -0.1 0.1 0.1 0.3
民間企業設備 -0.9 -0.5 0.9 -0.1 -0.7 0.6 0.5 0.8 0.6 0.7 -0.4 -2.1 0.0 0.5 0.5 -0.2
民間在庫品増加 -0.2 -1.2 0.7 0.1 -0.5 0.3 0.5 -0.3 -0.1 0.3 0.2 -1.6 0.9 -0.3 0.1 -0.3
政府最終消費支出 0.2 0.6 0.8 0.7 0.5 0.3 0.3 0.1 0.0 0.2 0.0 0.4 0.4 0.2 0.4 0.4
公的固定資本形成 -0.4 0.3 -0.7 -0.3 -0.3 -0.5 -0.4 -0.5 -0.2 -0.3 -0.3 0.3 0.0 -0.4 0.1 0.5
公的在庫品増加 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
輸出 -0.3 0.2 1.3 -0.8 0.8 1.1 1.7 0.8 1.4 1.4 0.3 -4.3 3.1 -0.1 0.0 0.2


















  4, 8, 9, 10, 17, 21, 21, 25, 26, 27, 28, 31, 33, 33, 36, 36, 36, 37, 39, 42, 43, 44, 51, 51, 53, 54, 

































る値が第 1 四分位数、真ん中（50%）に当たる値が第 2 四分位数（＝中央値）、3/4 番目（75%）
にあたる値が第 3 四分位数となる。また、第３四分位数から第 1 四分位数を引いたものを四
分位範囲という。 
 データの中で最大の値を最大値、最小の値を最小値という。また、最大値と最小値の間を範
















対数グラフ                    世界のインターネット利用者総数(単位 100 万人) 
 右図が先と同様のデータを用いて作成した対数グラ
フである。 













ることも可能である。               











ある）場合、ローレンツ曲線は 45 度線と一致し（ケース 2）、
完全に不平等の場合（独占状態の場合）、ローレンツ曲線はケース 3 の様になる。 












 上記ローレンツ曲線のケース 1 における累積相対度数が 0.1、0.3、0.6、1.0 の場合、三角形
＋台形の面積=1/2×(0.1×0.25）+ 1/2×(0.1+0.3)×0.25 + 1/2×(0.3+0.6)×0.25 + 1/2×
(0.6+1)×0.25＝0.375 となり、ジニ係数 G=（0.5－0.375）×2＝0.25 である。 















 中央値の計算の仕方はデータの数 N によって異なる。 
データ数が奇数の場合：（Ｎ＋１）／２ 番目の値 






























管理職の年収の標準偏差が 450 万円、平均値は 2000 万円、アルバイト・フリーターの年収
の標準偏差は 30 万円、平均値は 100 万円とする、この時、管理職の年収の標準偏差の方が
はるかに大きいが、解釈として「管理職の年収のばらつきはアルバイトより大きい」と考え




















 1 日の勉強時間 統計学の点数 
① １ ４５ 
② １ ４０ 
③ ２ ７０ 
④ ２ ７０ 
⑤ ２ ８０ 
⑥ ３ ６５ 
⑦ ３ ８５ 
⑧ ４ ８０ 
⑨ ５ ７５ 










(3) 相関係数が 1 又は-1 のときは完全相関という 
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 例えば、10 年間で所得が 4 倍になった場合で、物価の上昇も 2 倍あった場合、名目所得額は











 名目 GDP を物価で割り引いて実質 GDP を算出する、このときの調整係数を GDP デフレー
ターという（実質 GDP＝名目 GDP／GDP デフレーター）。 
 デフレーターとは「しぼませる」という意味で、「物価が上昇して膨らんでしまった名目 GDP
を GDP デフレーターでしぼませて実質 GDP を算出する」という意味である。 
 物価が下落している場合には、物価の下落分を GDP デフレーターにより膨らませる、とい
う逆の意味になることもある。 
 2012 年次 GDP で計算すると、名目 GDP／実質 GDP＝474.6 兆円/519.7兆円＝0.913 が GDP
デフレーターである。 




 GDP デフレーターから 1 を引いて％表示したものが物価上昇率である。2005 年を基準年と











 集団 P の変化分を⊿P とすると、「変化率＝⊿P／基準時の P」より計算される。例えば、生






 A+B+C＝T という関係の場合、A の寄与度＝⊿A／基準時の T で表される。例えば、A が基
準時から 20 増え、基準時に A+B+C＝100 だった場合、A の寄与度＝20／100＝0.2（20％）
である。 
 寄与度の合計は必ず全体（T）の増加率と等しい。例えば、基準時 A+B+C=100 から A＝20、
B=10、C=5 増加した場合、T の増加率は⊿T／T＝35％である。一方、B の寄与度は 10/100
＝10％、C の寄与度は 5％、A の寄与度は 20％なので、両者は等しい。 





















Pt は財・サービスの比較時（t）での価格、Po は財・サービスの基準時（o）での価格 













 自然的要因の例： 降雨・降雪量統計データ上、6 月、9 月、2 月の数値が高い 














 例えば 1 月から 12 月までのデータ（12 か月）の平均＝「6.5 月」という半端な月の移動平均
になってしまうため、「5.5 月」の移動平均も計算し、6.5 月と 5.5 月の平均から「6 月」の平
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